
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 沖縄県 南風原町

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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●経常収支比率：H19年度に「第二次財政健全化計画」を策定。H16年度に策定した「財政健全化計画」に引き続き、人件費や物件費の削
減を始め、各種団体等への補助金の見直し等による歳出削減を実施。また、受益者負担の適正化も図っている。計画最終年度である
H23年度は、84.1％まで抑制するよう努める。

●人件費：H16年度に「町職員定員適正化計画」を策定し、H25年度まで継続して取り組む。H16年度に218人の職員数をH25年度には181
人とし、10年間で17％削減を目標としており、計画どおりに進んでいる。

●物件費：「財政健全化計画」に基づき、歳出削減を図ってきた結果、類似団体平均値を上回っている。引き続き歳出削減に取り組んでい
くが、これ以上の削減は難しいことから、数値は横ばいに推移するものと思われる。

●扶助費：本町の歳出の特徴として、扶助費の突出があげられる。扶助費の中でも認可保育園運営費補助金など児童福祉費が大きな割
合を占めている（H18.4.1定員数　本町：1,050人、県内類似4団体：450人、450人、610人、720人）。また、障害者自立支援給付費も近年増
加傾向にある。

●公債費：本町は、人口が年々増加しており2、3年越しに小中学校の校舎、プール、体育館の増改築を実施している。今後も土地区画整
理事業、地域交流センター建設、黄金森公園整備等、普通建設事業が予定されているが、町債発行額を公債費元利償還額より小さくなる
よう抑制していく。

●補助費等：ごみ処理業務は「那覇市・南風原町環境施設組合」、消防は「東部消防組合」、介護保険は「沖縄県介護保険広域連合」と、
一部事務組合に複数加入し業務を行っているため、今後も同様な数値となることが予想される。

●その他：類似団体平均値、県内市町村平均値を上回っているものの、施設の老朽化等により維持補修費は平成19年度で前年度比
17.2％増加しており、今年度もほぼ横ばいの数値となっており、今後は増加することも予想される。また､操出金も国民健康保険特別会計
操出金や介護保険操出金など医療費にかかる操出金が増加していることから、対前年度費8％増加しており、今後も横ばいか増加するこ
とが見込まれる。

●普通建設事業：：普通建設事業費の人口一人当たり決算額が、対前年度比36.7％と大幅に増加したのは、補助事業費で、文化センター
建設事業390,874千円の皆増、土地区画整理事業159,266千円の増、町道18号線道路改良事業96,936千円の増、単独事業費で地方特定
道路事業178,059千円の増、共同調理場備品購入費10,090千円の皆増、祈和の塔建設事業10,058千円の皆増、共同調理場ボイラー等取
替工事8,390千円の皆増などによるものである。今後も、土地区画整理事業や黄金森公園事業、地域交流センター建設など普通建設事
業が予定されていることからここ数年は、数値は横ばいか若しくは増加することが予想される。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,590,915 46,274 60,148 ▲ 23.1
賃金（物件費） 105,910 3,081 4,385 ▲ 29.7
一部事務組合負担金（補助費等） 322,569 9,382 7,506 25.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 133 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 140,836 4,096 3,106 31.9
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 134,689 3,918 1,188 229.8
▲退職金 ▲ 232,270 ▲ 6,756 ▲ 6,086 11.0
合計 2,062,649 59,996 70,380 ▲ 14.8

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 5.24 6.73 ▲ 1.49
ラスパイレス指数 99.6 96.1 3.5

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,078,443 31,368 32,176 ▲ 2.5

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 11 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 107,005 3,112 10,000 ▲ 68.9
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

9,830 286 4,047 ▲ 92.9

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 1,507 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

53 2 11 ▲ 81.8

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 630,209 ▲ 18,331 ▲ 27,406 ▲ 33.1

合計 565,122 16,438 20,347 ▲ 19.2
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

4,149,325 125,947 ▲ 10.4 52,737 ▲ 11.9 1.5

うち単独分 654,454 19,865 ▲ 3.4 35,895 ▲ 7.7 4.3

4,096,544 123,479 ▲ 2.0 42,971 ▲ 18.5 16.5

うち単独分 408,358 12,309 ▲ 38.0 27,006 ▲ 24.8 ▲ 13.2

3,421,836 101,704 ▲ 17.6 41,759 ▲ 2.8 ▲ 14.8

うち単独分 544,473 16,183 31.5 25,833 ▲ 4.3 35.8

2,409,197 70,827 ▲ 30.4 36,358 ▲ 12.9 ▲ 17.5

うち単独分 332,273 9,768 ▲ 39.6 21,039 ▲ 18.6 ▲ 21.0

3,329,824 96,854 36.7 35,141 ▲ 3.3 40.0

うち単独分 519,247 15,103 54.6 20,483 ▲ 2.6 57.2

過去５年間平均 3,481,345 103,762 ▲ 4.7 41,793 ▲ 9.9 5.2

うち単独分 491,761 14,646 1.0 26,051 ▲ 11.6 12.6
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